
                                                                   附属資料３ 

 「ユネスコ活動の活性化について（建議）」に関する取組状況について 

 

令和５年７月時点 

 

 本資料は、令和元年 10 月 18 日付け「ユネスコ活動の活性化について（建議）」に基づき、

下記１～５の項目別に、その取組状況を確認するものである。 

 

記 

 

１ ＳＤＧｓ達成に向けた、持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進における 

主導的な役割の維持・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１ 

 

２ 「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年」に向けた活動の活性化 ・・・・・Ｐ３ 

 

３ 加盟国間の友好と相互理解の促進のためのユネスコ改革への貢献・・・・・・・・・Ｐ５ 

 

４ ユネスコ活動のメリットを生かした地域創生や多文化共生社会の構築・・・・・・・Ｐ６ 

 

５ 多様なステークホルダーの連携を深める戦略的なプラットフォームの構築・・・・・Ｐ７ 
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１ ＳＤＧｓ達成に向けた、持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進に

おける主導的な役割の維持  

 

（主な活動等） 

＜国際的な活動＞ 

① 令和元年 12 月、第 74 回国連総会において「ＥＳＤ for 2030」に関する決議が採択さ

れた。 

② 令和３年５月、ＥＳＤに関するユネスコ世界会議に萩生田文部科学大臣（当時）が出席

した。 

③ 令和３年７月、グローバル教育会合（Global Education Meeting(ＧＥＭ)）大臣会合

に、萩生田文部科学大臣（当時）がビデオ挨拶にて出席した。 

④ 令和４年６月、アジア太平洋地域教育大臣会合（ＡＰＲＥＭＣ－II）をユネスコと共に

主催し、末松文部科学大臣（当時）が開会のビデオ挨拶を行った。 

⑤ 令和４年９月、国連教育変革サミットに岸田総理大臣がビデオメッセージにてスピー

チを行い、「新しい資本主義」に基づき教育変革やＥＳＤを引き続き全力で推進する旨

を明言した。 

⑥ 日本の支援によりこれまでに７回（第７回表彰式は令和５年 11 月予定）、ユネスコ／

日本ＥＳＤ賞を実施し、国際的なＥＳＤの推進に貢献してきた。 

＜国内における活動＞ 

① 令和３年２月、日本ユネスコ国内委員会教育小委員会において、ユネスコスクールの現

状の課題及び論点の整理を行い、「ユネスコスクールの新たな展開に向けて」を取りま

とめた。 

② 令和３年５月、持続可能な開発のための教育に関する関係省庁連絡会議において、「我

が国における『持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）』に関する実施計画」（第２期Ｅ

ＳＤ国内実施計画）が策定された。 

③ あわせて、学校現場においてＥＳＤが効果的に実践されることを目的に、「持続可能な

開発のための教育（ＥＳＤ）推進の手引」を改訂し、教育委員会等へ周知した。 

④ 令和５年３月、ユネスコスクールについて理解を深め、活動する際の参考となるよう、

「ユネスコスクールガイドブック－ＥＳＤの活動を通じて創る未来－」を改訂した。 

⑤ 令和５年３月、文部科学省と環境省で進めているＥＳＤ推進ネットワークで、気候変動

を切り口としたＥＳＤ（気候変動教育）を重点的に実施する方針をまとめたコンセプ

ト・ペーパーを作成し、公表した。 

⑥ 令和５年６月に閣議決定された第４期教育振興基本計画の総括的な基本方針として

「持続可能な社会の創り手の育成」が掲げられ、今後の教育政策に関する５つの基本的

な方針や今後５年間の教育政策の目標と基本施策に、ＥＳＤの推進が掲げられた。 

 

（活動による成果） 

・ＥＳＤの提唱国として、ユネスコによるＥＳＤに係る活動を支援するとともに、主要な

国際会議において主導的な役割を担うことで、ＥＳＤの発展をけん引してきた。これに

より、令和４年９月の国連教育変革サミットにおける国連事務総長のビジョン・ステイ
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トメントにおいてもＥＳＤに言及がなされるなど、その重要性が広く認知された。 

・日本ユネスコ国内委員会教育小委員会において取りまとめた「ユネスコスクールの

新たな展開に向けて」に基づいて、「ユネスコスクール・キャンディデート」の仕組みを

導入し、国内ネットワークへの加盟や活動が開始できるようにしたほか、加盟審査基準

及び審査体制の見直しを行った。令和４年度から、ユネスコスクールの質を担保するた

めの新たなレビュープロセスを実施している。 

 

（今後の主な活動予定／方向性） 

・令和５年 11 月、第 42 回ユネスコ総会で、「国際理解、国際協力及び国際平和のための教

育並びに人権及び基本的自由についての教育に関する勧告」（1974 年勧告）の改正文案

の最終合意がなされる予定（本勧告の実施状況調査の情報が、ＳＤＧ４（教育）ターゲ

ット４.７のモニタリングに使用されている）。 

・令和５年 11 月、2023 年ユネスコ／日本ＥＳＤ賞表彰式が実施される予定。 

・令和５年 12 月、ＥＳＤについて関係者のパートナーシップを推進する「ＥＳＤ for 2030」

のグローバル会合を文部科学省及びユネスコの共催により東京で開催する予定。 

・令和５年 12 月、ＥＳＤに関する国際及び国内の動向、全国各地の実践事例を共有するこ

となどを目的とした、ＥＳＤ推進ネットワーク全国フォーラムを開催する予定。 

・ＥＳＤの推進拠点であるユネスコスクールの活動振興及びＥＳＤの全国的な普及・深化

を目的に、引き続き、ユネスコスクール全国大会及び地方大会を開催する予定。 
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２ 「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年」に向けた活動の活性化 

 

（主な活動等） 

① 平成 29 年 12 月、国連総会において、令和３年１月から「持続可能な開発のための国

連海洋科学の 10 年」を開始することが採択・宣言された。 

② ユネスコにおける「国連海洋科学の 10 年」実施計画の策定に関する各種会議へ参加すると

ともに、令和３年 12 月、「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年日本国内委員会」

（事務局：日本海洋政策学会）において実施計画の日本語訳を作成し、ユネスコのホームペ

ージに掲載された。 

③ 令和３年11月、国連海洋科学の10年キックオフ会合in隠岐ジオパークが開催された。 

④ 令和３年11月、「国連海洋科学の10年」西太平洋地域キックオフ会合がタイ政府と政府間

海洋学委員会（ＩＯＣ）西太平洋小委員会（ＷＥＳＴＰＡＣ）の主催でオンラインにて開

催され、柳文部科学審議官（当時）がハイレベルセッションにビデオメッセージの形で登壇

した。また、科学セッションには、我が国から多くの研究者がプロジェクトのリーダーある

いはメンバーとして参加し、活発に議論を行った。 

⑤ 毎年、「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年日本国内委員会」が開催され、国内

における取組状況が共有されてきた。（第１回：令和３年５月、第２回：令和３年 10 月、

第３回：令和４年２月、第４回：令和５年２月） 

⑥ 政府間海洋学委員会（ＩＯＣ）総会及び執行理事会に代表団を派遣するとともに、ＷＥ

ＳＴＰＡＣをはじめ、津波及びその他潮位関連災害警戒・減災システム、国際海洋デー

タ・情報交換システム（ＩＯＤＥ）、全球海洋観測システム（ＧＯＯＳ）及び大洋水深

総図（ＧＥＢＣＯ）等の政府間会合及び専門家会合に積極的に参加し、「国連海洋科学

の 10 年」に関する議論に貢献してきた。 

⑦ 文部科学省信託基金を通じて、海洋の劣化に対処するための海洋の知識と科学の力に

ついて一般の人々の認識を高め、海洋の回復と保護のための行動を奨励する「GenOcean

キャンペーン」等のＩＯＣの事業を支援してきた。 

⑧ 令和５年６月、第 32 回ＩＯＣ総会にて、ＩＯＣ議長に道田ＩＯＣ分科会主査が日本人

として初めて選出された。また、令和５年４月、第 14 回ＷＥＳＴＰＡＣ政府間会合に

て、ＷＥＳＴＰＡＣ議長（２期目）に安藤ＩＯＣ分科会調査委員が選出された。 

 

（活動による成果） 

・ＩＯＣの政府間会合及び専門家会合において積極的に議論に参加し、「国連海洋科学の 10

年」に向けた取組の強化に貢献した。 

・文部科学省信託基金により、「GenOcean キャンペーン」等のＩＯＣの事業が実施され、国

際的な普及啓発が図られた。 

 

（今後の主な活動予定／方向性） 

・ＩＯＣにおける地球規模課題への包括的な対応に対して、道田ＩＯＣ議長及び安藤ＷＥ

ＳＴＰＡＣ議長と共に、関係機関（外務省、国土交通省、環境省、気象庁、海上保安庁、
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海洋研究開発機構、東京大学大気海洋研究所等）及び専門家と緊密に連携し、日本の知

見を生かした知的貢献により、「国連海洋科学の 10 年」における活動強化に協力すると

ともに、国際的なプロジェクトに参画する若手研究者等の育成に努める。 

・文部科学省信託基金を通じて、「国連海洋科学の 10 年」におけるＩＯＣによる普及啓発

や専門家の連携強化等の取組を支援する。 

・関係機関による日本国内における普及啓発活動の充実を図る。 

・ＥＳＤとの相乗効果が得られるような教育関係者との協力も含め、ＳＤＧｓの達成に幅

広く貢献するよう分野を越えた連携を図る。 
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３ 加盟国間の友好と相互理解の促進のためのユネスコ改革への貢献 

 

（主な活動等） 

① ユネスコの中期戦略（2022-2029 年）の策定プロセスにおいて、アズレー事務局長のリ

ーダーシップの下に立ち上げられた 12 名の有識者からなる「ハイレベル・リフレクシ

ョン・グループ」に日本から猪口邦子委員（当時）に参画いただいた。 

② 「教育の未来」国際委員会委員に日本から青柳正規東京大学名誉教授が選出され、令和

３年 11 月の第 41 回ユネスコ総会のサイドイベントにおいて、「教育の未来」国際レポ

ートが公表された。 

③ 第 41 回ユネスコ総会において、「人工知能（ＡＩ）の倫理に関する勧告」及び「オープ

ンサイエンスに関する勧告」が採択された。これらの勧告の策定プロセスにおいて、議

論に積極的に貢献するとともに、信託基金を通じた協力を実施した。 

④ 「世界の記憶」について、令和３年４月の第 211 回ユネスコ執行委員会において、日本

が主張してきた主要な改善点が盛り込まれた最終報告書が承認され、制度の包括的見

直しが行われた。また、令和４年 11 月、「世界の記憶」30 周年を機に、文部科学省信

託基金により、第３回グローバル・ポリシー・フォーラムが日本で開催された。加えて、

同信託基金により、継続して「世界の記憶」関連事業を支援した。 

 

（活動による成果） 

・ユネスコの戦略的イニシアティブ（「教育の未来」及び「ＡＩの倫理に関する勧告」等）

において、知的貢献及び信託基金の効果的な活用により、勧告の策定等に大きく貢献し

た。 

・「世界の記憶」については、制度の包括的見直しにおいて積極的に議論に参加することに

より、日本が主張したとおり制度が改正された。また、信託基金を通じた協力により、

事業の充実（「世界の記憶」ナショナル・コミッティに対する調査の実施、地域における

好事例の収集に係る専門家会合の開催等）が実現された。 

 

（今後の主な活動予定／方向性） 

・ユネスコの戦略的イニシアティブ等に対して、引き続き、日本の知見を生かした貢献の

ため、信託基金の効果的な活用等に努める。 

・「世界の記憶」については、加盟国間の友好と相互理解の促進のため、引き続き事業の充

実に協力する。 

・「ニューロテクノロジーの倫理に関する勧告」の議論が開始される見込みであり、勧告策

定に向けた議論に貢献する。 

  



 

6 

４ ユネスコ活動のメリットを生かした地域創生や多文化共生社会の構築 

 

（主な活動等） 

① 世界文化遺産1及びユネスコ無形文化遺産2について、それらの構成要素を対象として、

文化庁の委託事業により、文化遺産の価値・魅力の発信のためのガイド等の人材育成や

シンポジウムの開催等の支援を行った。 

② 令和２年１月及び令和３年１月には、文化庁の委託事業により、文化遺産国際協力コン

ソーシアム研究会を開催し、地域社会における文化遺産の役割等について事例紹介を

行った。 

③ 生物圏保存地域（ユネスコエコパーク）3について、基本的に年１回、日本ユネスコエ

コパークネットワーク（ＪＢＲＮ）大会が開催され、各登録地域からの取組紹介や意見

交換が行われてきた。 

④ ユネスコ世界ジオパーク4について、基本的に年１回、日本ジオパーク全国大会が開催

され、全国の関係者間で活動に係る共有・議論が行われてきた。 

⑤ ユネスコ創造都市5ネットワークについて、基本的に年１回、海外の加盟都市も含めた

年次会合や国内都市会議等が開催され、各都市が抱える課題や国内都市間の連携等に

関する意見交換が行われてきた。 

 

（活動による成果） 

・各登録事業のネットワークにおいて、好事例の共有等が継続的に行われ、持続可能な地

域作りのための取組強化が図られた。 

・文化遺産については、保存・活用の促進及び地域活性化の推進が図られた。 

 

（今後の主な活動予定／方向性） 

・各登録事業において、それぞれのネットワークを活用し、教育や観光等における活用に

関する好事例の展開を一層進める。 

・地域のユネスコ活動について、各地のユネスコ協会及び登録事業等の活動の可視化に取

り組むとともに、地域の国際化及び多文化共生の取組を進める。 

 

  

 
1 2022 年時点で、世界文化遺産は 20 件、世界自然遺産は５件。 
2 2022 年時点で、ユネスコ無形文化遺産は 22 件。 
3 2023 年６月時点で、ユネスコエコパークは 10 地域。 
4 2023 年５月時点で、ユネスコ世界ジオパークは 10 地域。 
5 2021 年 11 月時点で、ユネスコ創造都市は 10 都市。 
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５ 多様なステークホルダーの連携を深める戦略的なプラットフォームの構築 

 

（主な活動等） 

「ユネスコ未来共創プラットフォーム」の構築 

 世界や地域の課題解決に資するユネスコ活動の活性化に向けて、ＳＤＧｓの達成に向け

た取組等を進める多様なステークホルダーの知見を得て、国内のユネスコネットワーク拠

点の戦略的整備と先進的なユネスコ活動の海外展開を一体的に推進する体制を構築するた

め、令和５年度は以下①～④の事業を行う事業者を選定し、取組を実施している。 

 

①「ユネスコ未来共創プラットフォーム」事務局の構築・運営 

日本国内のユネスコ活動を横につなぎ、世代や地域を超えた多様なステークホルダー

が連携する場の創造を目指して、次世代ユネスコ国内委員会と連携しながら事業を展

開している。 

②ユネスコスクールネットワーク拠点の運営 

ユネスコスクール事務局として、ユネスコスクールへの各種支援、全国大会及び地方

大会の開催、ユネスコスクールウェブサイトの運営並びに定期レビューを実施してい

る。 

③ユネスコ世界ジオパーク拠点の運営 

ユネスコ世界ジオパーク拠点として、申請地域の支援、現地視察及び研修会等を実施

している。 

④ユネスコエコパーク拠点の運営 

ユネスコエコパークの登録地域構成自治体実務者向けに、定期報告書の作成や管理運

営に資するワークショップの開催等を実施している。 

 

（活動による成果） 

・ユネスコとユネスコ活動について知識を深めたいと考えるユース、地域のユネスコ活動

を主導する関係者、ＳＤＧｓの実現へ向けてパートナーシップの強化に取り組む実務者

等、多様なステークホルダーと連携したプラットフォームの構築が進んでいる。 

 

（今後の主な活動予定／方向性） 

・「ユネスコ未来共創プラットフォーム」におけるポータルサイトを刷新し、次世代ユネス

コ国内委員会との連携の下、多様なステークホルダーが実施しているユネスコ活動を積

極的に発信する。また、英語版ポータルサイトを開設し、国内外の活動の連携を促進す

る。 

・国内のユネスコ活動の成果を国内外へ戦略的に発信する機会として、令和６年１月、「ユ

ネスコウィーク 2024」を実施する予定。 

 


